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議案第87号 

 

   令和４年度松野町一般会計補正予算（第６号） 

 

 令和４年度松野町の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ29,520千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,593,160千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和４年12月15日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 4年度松野町一般会計予算に関する説明書

５５３，１９９
14.国庫支出金

８，７４５ ５６１，９４４

2.国庫補助金
４０７，２３６ ８，７４５ ４１５，９８１

１０，０３１
17.寄附金

２００ １０，２３１

1.寄附金
１０，０３１ ２００ １０，２３１

６０，０００
19.繰越金

１７，１７５ ７７，１７５

1.繰越金
６０，０００ １７，１７５ ７７，１７５

８６０，７４３
21.町債

３，４００ ８６４，１４３

1.町債
８６０，７４３ ３，４００ ８６４，１４３

歳　　入　　合　　計
４，５６３，６４０ ２９，５２０ ４，５９３，１６０

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.議会費
４２，２４０ １４３ ４２，３８３

1.議会費
４２，２４０ １４３ ４２，３８３

2.総務費
１，２６０，３２２ １４，３２７ １，２７４，６４９

1.総務管理費
１，１４８，８８７ ６，９９６ １，１５５，８８３

2.徴税費
５０，８１７ ２００ ５１，０１７

3.戸籍住民基本台帳
費 ３０，８９８ ９，０１１ ３９，９０９

4.選挙費
２８，７７１ △１，８８０ ２６，８９１

3.民生費
８７４，５９９ ４，５８１ ８７９，１８０

1.社会福祉費
６９３，６７４ ４，５８１ ６９８，２５５

4.衛生費
２６１，１８２ ８０５ ２６１，９８７

1.保健衛生費
２３３，１８２ ５３０ ２３３，７１２

2.清掃費
２８，０００ ２７５ ２８，２７５

6.農林水産業費
３３３，３１１ ４，２１９ ３３７，５３０

1.農業費
２６０，１６２ ３，６３０ ２６３，７９２

2.林業費
７２，１３７ ５８９ ７２，７２６

7.商工費
３７２，２３８ １７５ ３７２，４１３

1.商工費
３７２，２３８ １７５ ３７２，４１３



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

8.土木費
４４３，７２８ ４６４ ４４４，１９２

1.土木管理費
９，４１９ ２１ ９，４４０

2.道路橋梁費
２５５，２０６ ４２６ ２５５，６３２

4.住宅費
３０，２５６ １７ ３０，２７３

10.教育費
３８２，１１４ ４，８０６ ３８６，９２０

1.教育総務費
８３，７５９ ４４７ ８４，２０６

2.小学校費
４６，４５８ １０７ ４６，５６５

3.中学校費
３１，２７０ ２６１ ３１，５３１

4.社会教育費
１１１，０６７ ３，９９１ １１５，０５８

歳　　出　　合　　計
４，５６３，６４０ ２９，５２０ ４，５９３，１６０

―　4　― 一般



一般

第　２　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 4年度　　

―　5　―

　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

２４０，８００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ２４４，２００



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

14.国庫支出金
５５３，１９９ ８，７４５ ５６１，９４４

17.寄附金
１０，０３１ ２００ １０，２３１

19.繰越金
６０，０００ １７，１７５ ７７，１７５

21.町債
８６０，７４３ ３，４００ ８６４，１４３

歳　　入　　合　　計
４，５６３，６４０ ２９，５２０ ４，５９３，１６０

―　6　― 一般



―　7　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.議会費

42,240 143 42,383 143
2.総務費

1,260,322 14,327 1,274,649 8,745 5,582
3.民生費

874,599 4,581 879,180 4,581
4.衛生費

261,182 805 261,987 805
6.農林水産業費

333,311 4,219 337,530 4,219
7.商工費

372,238 175 372,413 175
8.土木費

443,728 464 444,192 464
10.教育費

382,114 4,806 386,920 3,400 200 1,206

8,745
歳　　出　　合　　計

4,563,640 29,520 4,593,160 3,400 200 17,175



2.歳　入

国庫支出金 国庫補助金2項14款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

7,7501. 1. ・一般管理費補助金総務費国庫補助金 178,535 8,745 187,280 社会保障・税番号制度システム整備費補助金7,750

9954. ・戸籍住民基本台帳費補助金 個人番号カード交付事務費補助金995

407,236 8,745 415,981計

14 款合計 553,199 8,745 561,944

寄附金 寄附金1項17款

2003. 2. ・中学校教育振興費寄附金教育費寄附金 0 200 200 中学校教育振興費寄附金200

10,031 200 10,231計

17 款合計 10,031 200 10,231

繰越金 繰越金1項19款

17,1751. 1. ・前年度繰越金繰越金 60,000 17,175 77,175 前年度繰越金17,175

60,000 17,175 77,175計

19 款合計 60,000 17,175 77,175

町債 町債1項21款

3,4001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 337,300 3,400 340,700 過疎対策事業債（ハード事業分）3,400

860,743 3,400 864,143計

―　8　― 一般14.款 国庫支出金



―　9　― 一般21.款 町債

町債21款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

21 款合計 860,743 3,400 864,143

4,563,640 29,520 4,593,160歳入合計



3.歳　出

1款 議会費 1項 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料議会費 42,240 143 42,383 143 会計年度任用職員給16 16・

3.職員手当等 期末手当110 29・
勤勉手当 19・
議員期末手当 62・

4.共済費 職員共済組合負担金17 17・

42,240 143 42,383 143計

1 款合計 42,240 143 42,383 143

2款 総務費 1項 総務管理費

1. 2.給料一般管理費 324,214 2,082 326,296 2,082 会計年度任用職員給16 16・

3.職員手当等 扶養手当966 60・
通勤手当 19・
期末手当 270・
勤勉手当 440・
住居手当 177・

4.共済費 職員共済組合負担金1,100 1,100・

15. 10.需用費コミュニテ 16,494 756 17,250 756 燃料費756 371・
ィバス運行 修繕料 385・
費

16. 18.負担金、補情報通信基 65,417 4,158 69,575 4,158 鬼北地域情報通信基盤施設管理運営費4,158 4,158・
助及び交付盤施設管理 負担金
金費

―　10　― 一般1.款議会費



―　11　― 一般2.款総務費

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1,148,887 6,996 1,155,883 6,996計

2款 総務費 2項 徴税費

1. 2.給料税務総務費 34,331 200 34,531 200 一般職給48 48・

3.職員手当等 期末手当81 7・
勤勉手当 74・

4.共済費 職員共済組合負担金71 71・

50,817 200 51,017 200計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 2.給料戸籍住民基 30,898 9,011 39,909 8,745 266 一般職給191 191・
本台帳費

3.職員手当等 時間外勤務手当185 150・
期末手当 6・
勤勉手当 29・

4.共済費 職員共済組合負担金40 40・

10.需用費 消耗品費33 33・

11.役務費 通信運搬費361 361・

12.委託料 戸籍総合システム改造委託料7,903 7,750・
マイナンバーカード申請支援事務委託 153・
料



2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 17.備品購入費戸籍住民基 機械器具費199 25・
本台帳費 タブレット端末購入費 174・

18.負担金、補 通知カード・個人番号カード関連事務99 99・
助及び交付 費県負担金
金

30,898 9,011 39,909 8,745 266計

2款 総務費 4項 選挙費

1. 2.給料選挙管理委 5,660 △1,880 3,780 △1,880 一般職給△700 △700・
員会費

3.職員手当等 扶養手当△780 △280・
期末手当 △200・
勤勉手当 △100・
住居手当 △200・

4.共済費 職員共済組合負担金△400 △400・

28,771 △1,880 26,891 △1,880計

2 款合計 1,260,322 14,327 1,274,649 8,745 5,582

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 2.給料社会福祉総 181,929 411 182,340 411 一般職給55 55・
務費

3.職員手当等 期末手当118 7・
勤勉手当 61・

―　12　― 一般2.款総務費



―　13　― 一般3.款民生費

3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等社会福祉総 住居手当 50・
務費

4.共済費 職員共済組合負担金35 35・

27.繰出金 国民健康保険特別会計繰出金203 203・

2. 2.給料国民年金事 4,986 48 5,034 48 一般職給25 25・
務費

3.職員手当等 期末手当19 5・
勤勉手当 14・

4.共済費 職員共済組合負担金4 4・

3. 2.給料老人福祉費 198,044 3,935 201,979 3,935 一般職給2,290 2,290・

3.職員手当等 通勤手当58 58・

4.共済費 職員共済組合負担金1,170 1,170・

27.繰出金 介護保険特別会計繰出金417 417・

5. 3.職員手当等人権・同和 10,479 20 10,499 20 勤勉手当17 17・
対策費

4.共済費 職員共済組合負担金3 3・

6. 2.給料隣保館費 16,423 167 16,590 167 会計年度任用職員給92 92・

3.職員手当等 期末手当57 57・

4.共済費 職員共済組合負担金18 18・

693,674 4,581 698,255 4,581計



3款 民生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3 款合計 874,599 4,581 879,180 4,581

4款 衛生費 1項 保健衛生費

1. 3.職員手当等保健衛生費 188,705 117 188,822 117 期末手当117 32・
勤勉手当 85・

2. 10.需用費保健センタ 9,294 367 9,661 367 光熱水費367 367・
ー費

3. 2.給料環境衛生費 35,183 46 35,229 46 一般職給37 37・

3.職員手当等 動物等処理業務手当6 6・

4.共済費 職員共済組合負担金3 3・

233,182 530 233,712 530計

4款 衛生費 2項 清掃費

1. 2.給料塵芥処理費 28,000 275 28,275 275 会計年度任用職員給70 70・

3.職員手当等 期末手当162 162・

4.共済費 職員共済組合負担金43 43・

28,000 275 28,275 275計

4 款合計 261,182 805 261,987 805

―　14　― 一般3.款民生費



―　15　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬農業委員会 11,502 142 11,644 142 会計年度任用職員報酬14 14・
費

2.給料 一般職給36 36・

3.職員手当等 期末手当56 25・
勤勉手当 31・

4.共済費 職員共済組合負担金36 36・

2. 2.給料農業総務費 24,341 494 24,835 494 一般職給91 91・

3.職員手当等 扶養手当253 65・
期末手当 7・
勤勉手当 100・
住居手当 81・

4.共済費 職員共済組合負担金150 150・

3. 2.給料農業振興費 46,392 44 46,436 44 会計年度任用職員給12 12・

3.職員手当等 期末手当32 32・

4. 12.委託料担い手育成 72,627 2,950 75,577 2,950 総合営農拠点施設等指定管理料2,950 2,950・
対策費

260,162 3,630 263,792 3,630計

6款 農林水産業費 2項 林業費

1. 2.給料林業総務費 19,848 589 20,437 589 一般職給200 200・



6款 農林水産業費 2項 林業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 3.職員手当等林業総務費 通勤手当278 57・
期末手当 8・
勤勉手当 82・
住居手当 131・

4.共済費 職員共済組合負担金111 111・

72,137 589 72,726 589計

6 款合計 333,311 4,219 337,530 4,219

7款 商工費 1項 商工費

1. 2.給料商工総務費 16,097 122 16,219 122 一般職給40 40・

3.職員手当等 勤勉手当62 62・

4.共済費 職員共済組合負担金20 20・

3. 4.共済費観光費 173,675 53 173,728 53 職員共済組合負担金53 20・
社会保険料 33・

372,238 175 372,413 175計

7 款合計 372,238 175 372,413 175

8款 土木費 1項 土木管理費

1. 3.職員手当等土木総務費 9,419 21 9,440 21 勤勉手当18 18・

―　16　― 一般6.款農林水産業費



―　17　― 一般8.款土木費

8款 土木費 1項 土木管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 4.共済費土木総務費 職員共済組合負担金3 3・

9,419 21 9,440 21計

8款 土木費 2項 道路橋梁費

2. 2.給料道路維持費 52,248 413 52,661 413 一般職給91 36・
会計年度任用職員給 55・

3.職員手当等 期末手当236 221・
勤勉手当 15・

4.共済費 職員共済組合負担金86 86・

3. 3.職員手当等道路新設改 202,773 13 202,786 13 勤勉手当13 13・
良費

255,206 426 255,632 426計

8款 土木費 4項 住宅費

1. 3.職員手当等住宅管理費 30,256 17 30,273 17 勤勉手当14 14・

4.共済費 職員共済組合負担金3 3・

30,256 17 30,273 17計

8 款合計 443,728 464 444,192 464



10款 教育費 1項 教育総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 2.給料事務局費 82,694 447 83,141 447 一般職給155 139・
会計年度任用職員給 16・

3.職員手当等 期末手当149 44・
勤勉手当 105・

4.共済費 職員共済組合負担金143 143・

83,759 447 84,206 447計

10款 教育費 2項 小学校費

1. 2.給料学校管理費 38,213 107 38,320 107 会計年度任用職員給32 32・

3.職員手当等 期末手当57 57・

4.共済費 職員共済組合負担金18 18・

46,458 107 46,565 107計

10款 教育費 3項 中学校費

1. 2.給料学校管理費 22,787 57 22,844 57 会計年度任用職員給16 16・

3.職員手当等 期末手当28 28・

4.共済費 職員共済組合負担金13 13・

2. 10.需用費教育振興費 8,483 204 8,687 200 4 消耗品費58 58・

―　18　― 一般10.款教育費



―　19　― 一般10.款教育費

10款 教育費 3項 中学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 17.備品購入費教育振興費 教材用備品購入費146 146・

31,270 261 31,531 200 61計

10款 教育費 4項 社会教育費

1. 3.職員手当等社会教育総 9,293 13 9,306 13 勤勉手当13 13・
務費

2. 2.給料公民館費 11,118 3,541 14,659 3,400 141 一般職給37 37・

3.職員手当等 期末手当41 27・
勤勉手当 14・

12.委託料 実施設計委託料3,463 3,463・

6. 2.給料文化振興費 70,212 437 70,649 437 一般職給140 140・

3.職員手当等 扶養手当177 123・
期末手当 6・
勤勉手当 48・

4.共済費 職員共済組合負担金120 120・

111,067 3,991 115,058 3,400 591計

10 款合計 382,114 4,806 386,920 3,400 200 1,206

4,563,640 29,520 4,593,160 8,745 3,400 200 17,175歳出合計



１　特別職

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計
備 考報 酬 給 料

期 末 手 当

(千円)

計(千円)
年 間 支 給 率

(千円)

32,8635,717

23,533

(千円)(人) (千円) (千円) (月分)

27,050

4,592

84,024

27,743

32,748

0

4,459

73,867

(3.30)

27,743

(3.30)
6,521

19,136

27,743

6,425

19,074

補 正 後
その他

議 員

長 等 3 20,625

補 正 前
その他

議 員

20,625 11,113

(3.25)
4,530

(3.25)

計

比 較
その他

14,544

10 42,287

長 等 20,625

計

長 等

0 0

7 14,544

7

3

0 0

10 42,287 20,625

27,743

0 96 19
(0.05)

62議 員 0 0 0 62

0 0 0 0 0

158 158 19 177計 0 0 0

町長・副町長・教育長

10,955 10,157

27,743

5,698

町長・副町長・教育長

74,025 10,176 84,201

4,459 23,595

27,146

27,743

96
(0.05)

62

115

－　20　－



－　21　－
２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

0 0 0 6

28 8

比　較 △ 32 134 150 0 △ 75 0 239

40,520 678 9,262 3,960 5,760 50

50 28 14

の 内 訳
補正前 8,922 2,019 14,661 1,074 50,884

50,809 41,674 678 9,262 4,199 5,760

(千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

補正後 8,890 2,153 14,811 1,074

動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人
取扱業務手当

2,641 6,882
1

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当

449,108
68

比 較
( 0 )

0 2,665 1,576 4,241

455,990
69

補 正 前
( )

0 236,957 137,826 374,783

補 正 後
( )

0 239,622

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(千円)

共 済 費

(千円) (千円) (千円)

補正後

補正前

比　較

職員手当

の 内 訳

区 分
職員数

給 与 費

(人)

動物等処理
業務手当

(千円)

14

8

6

28

0

28

区 分
住居手当 児童手当

管理職員特
別勤務手当

管理職手当宿日直手当
時間外

勤務手当
勤勉手当扶養手当 通勤手当 期末手当

(千円) (千円) (千円)

防疫等
作業手当

行旅死亡人
取扱業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

6,5409,262

6,540

0

9,262

0

50

50

0

(千円) (千円)

4,199

3,960

239

678

678

0

74,817

734

41,674

40,520

1,154

1,074

1,074

0

75,551

134

合 計

16,273

16,123

150

3,039

2,9058,922

(千円)

8,890

△ 32

540,356

(千円)

642,832545,745 97,087

94,279 634,635

合 計
備 考報 酬 給 料

(千円) (千円)
区 分

職員数
給 与 費

共 済 費
職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円)

補 正 後
( )

65,455 313,018 167,272
104

59

補 正 前
( )

65,425 310,044 164,887
69
103

比 較
( )

30 2,974 2,385
△ 10

5,389 2,808
1

8,197

1,154 0

(千円) (千円)

139,402 379,024 76,966

74,325



　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

採用・退職 千円
昇格 千円
会計異動 千円
その他 千円

期末手当改定　0.15月分増額

（会計年度任用職員）

勤勉手当改定　0.1月分増額

（会計年度任用職員以外）

採用・退職 千円
昇格 千円
会計異動 千円
育児休業 千円
その他 千円

人勧による給与改定

△ 1,455

0 0 0 0

2,014

千円

0 0780 0

1,150

比　較 0 0 0 0 809 0 0

0 0 0 0

0 0 0

の 内 訳
補正前 0 886 1,462 0 23,933

24,742 0 0 0 0 780
職員手当

補正後 0 886 1,462 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

防疫等
作業手当

行旅死亡人
取扱業務手当

動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当

809 1,148 167 1,315
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

165,573 19,954 185,527
35

比 較
( △ 10 )

30 309

20,121 186,842
35

補 正 前
( 69 )

65,425 73,087 27,061

(千円) (千円)

補 正 後
( 59 )

65,455 73,396 27,870 166,721

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考

△ 146

291

204

△ 121
513

47

給 料 2,974
給 与 改 定 に 伴 う

714

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円) (千円)

そ の 他 の 増 減 分 2,260

増 減 分

昇 給 に 伴 う
0

増 加 分

職 員 手 当

そ の 他 の 増 減 分 237

2,385

備 考

0 0

勤勉手当 1,118 千円

制 度 改 正 に 伴 う
増 減 分

期末手当
2,148

1,030

－　22　－



－　23　－
　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

1

100.0

級
)

0
-
0

(

( )

級

( )

計
)

7

計
( ) (

級

) ( )

69

(
40.6

)
0

4

0

)
3

(

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 322,913
平 均 年 齢 （ 歳 ） 40.8

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 291,144
令 和 ４ 年 12 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 321,089

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円) 労 務 職 (円)

大 学 卒 189,461 185,200

高 校 卒 157,599 154,600

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) (％)

7 級
( ) ( )

級 職 員 数 (人) 構 成 比

令 和 ４ 年 12 月 １ 日 現 在
6 級

( ) ( )
10 14.5

5 級
( ) ( )

8 11.6

4 級
( ) ( )

5.8

3 級
( )

15
(

級
21.7

2 級
( ) ( )

2 級
4 5.8

( ) ( )

1 級
( )

28

0.0
)

( ) ( )

(

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在
6

( ) ( )
10 14.5

5 級
( ) ( )

8 11.6

4 級
( ) ( )

6 8.7

3 級
( )

15
( )

21.7
( )

2 級
( ) ( ) ( )

( )
3 級

1 級
( )

29
(

2 級
(

級
42.0

( )

)
1 1.5

)
1

計
( ) ( )

0 0.0

( )

( ) )

労 務 職区 分 一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 296,038
平 均 年 齢 （ 歳 ） 41.0

(

-
0

計
69 100.0



　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

主 任 社 会 福 祉 士 社会福祉士

号 級

2 号 級

2 号 級

比 率 (Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

労 務 職
区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

区 分 ６ 級 ３ 級

69職 員 数 (Ａ) (人) 69

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

(人)

8

(人)

号 級

4 号 級

号 級

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)

職 員 数 (Ａ) (人) 69 69

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

(人)

(人)

(人)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月 (月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

補 正 後
( ) ( )

有
2.150 2.250

)

補 正 前
( ) (

2.150 2.150
) ( ) ( )

( ) (
4.400

国 の 制 度
( ) ( )

有
2.150 2.250 4.400

) ( ) (

一般行政職

課 長 課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐
局 長 局 長 事 務 長 事 務 長

主 幹

上級栄養士

５ 級 ４ 級

技 師

上級専門員 係 長 主 査 主 事

２ 級 １ 級

保 育 士

室 長 室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上級保健師 主任保育士
主 事 補 栄 養 士

保 健 師

級 等 に よ る 加 算 措 置

主 幹 園 長 園 長 上級保育士 主任栄養士 社会福祉士技 師 補
主任保健師 保 健 師

4.300

専 門 員 技 師
保 育 士
栄 養 士

有

上 級 社 会 福 祉 士
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　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者

（月分） （月分） （月分）
最 高 限 度 そ の 他 の 退 職 時 特 別

備 考
（月分） 加 算 措 置 等 昇 給

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

（％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松野
町も同様に改定なしとした。

（令和　年　月　日現在）

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

差 異 の 内 容

(2～20％加算)



 


